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萩市中小企業者向け
支援策について

令和８年度

物価高騰・エネルギー価格の上昇に対応した挑戦を
支援することで、活力ある地域産業の振興を目指します。
物価高騰・エネルギー価格の上昇に対応した挑戦を

支援することで、活力ある地域産業の振興を目指します。

萩市では中小企業者の皆様の販路拡大やデジタル化への対応など事業拡大
への取り組みに加え、起業・創業などへの取り組みに必要となる経費につ
いて、今年度も引き続き支援を行います。
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　①～⑥の事業に係る経費の一部を補助します。
　※１事業者が利用できる補助メニューは、１年間に３事業まで（各事業１つ。ただし①の
　　㋐～㋒については２回まで申請可）。

　申請期間　　令和９年2月26日㈮　※予算が無くなり次第終了します
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※事業完了は原則令和９年２月26日まで

　①【販路拡大事業】自社の製品を展示会等でＰＲして、販路拡大につなげたい
　支援の内容
・受注機会の拡充や新たな販路拡大を図るための次の㋐～㋒の物産展、
　展示会、見本市、商談会等への出展
㋐　県外で開催されるもののうち、販売の機会を有する物産展や個展など
㋑　県外で開催されるもののうち、販売の機会を有さない商談会や見本市など
㋒　海外で開催される展示会等への出展

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費、主に県外へ向け
　　て情報発信がされるインターネット上での物産展等への出展に要する参加費等
　　補助上限額：３万円（目的地までの行程距離が600㎞を超える場合は補助上限額：５万円）
㋑　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費等
　　補助上限額：５万円（目的地までの行程距離が600㎞を超える場合は補助上限額：８万円）
㋒　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費等
　　補助上限額：１０万円（欧米圏での出展の場合は補助上限：20万円）
　　※目的地までの距離の算出は最短距離で行うこと

　②【広告宣伝・デジタルマーケティング事業】デジタル技術を活用して事業拡大や生産性を向上したい
　支援の内容
・ECサイトの構築、販路開拓に要する事業・会社、新商品のパンフレットやWEBによるPRの導入等に対する支援
㋐　ECサイトの構築、Web受発注システムの導入など
㋑　販路開拓等のための事業及び会社パンフレットの作成、WEBによる PRツール導入など

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　ECサイトの構築にかかる委託料、モール型ECサイトへの初期登録料、
　　Web受発注システム（ソフトウェア）の導入経費（購入・設定費）など
　　補助上限額：５万円
　　※保守・サポート経費は、ソフトウェア導入費に含まれているものは対象と
　　　するが、別途経費が必要なものは対象外
　　※月額支払方法等のソフトウェアの場合は、１年分まで対象
㋑　販路開拓等のための事業及び会社パンフレットのデザイン料、印刷製本費、
　　デジタルパンフレットの作成に要する経費等
　　補助上限額：５万円
　　※イベント等一時的に使用するものは対象外
　　※パンフレットとは・・・複数枚のページを重ね、中央をホッチキスや針金で止めてある冊子を指します。
　　　会社案内や業務内容などの情報を多く入れて手に取って読んでいただくものです。

　　◆申請から補助金支払いまでの手順

　◆対象事業者　
・中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者（個人事業主を含む。）、中小企業基本法第２条第５項
に規定する小規模事業者、小企業者（常時使用する従業員の数が５人（商業又はサービス業は２人）以下
の会社及び個人）、中小企業団体の組織に関する法律第３条第1項に規定する中小企業団体、一般社団法人
及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に規定する社団
法人及び財団法人、特定非営利活動促進法に規定する特定非営利活動法人。ただし、常時使用する従業員
の数は前項に規定する小規模事業者に準ずる。
・原則、法人は市内に主たる事業所を有しており、法人市民税が課税されている、個人は代表者が市内に住
民登録しており、個人市民税が課税されていること。
・業種については、山口県信用保証協会の保証の対象とならない業種ではないこと。
・市税等を滞納していないこと。
・市内で６か月以内に新たに事業所を開設し、開業することが明らかであると認められる方も対象とする。

　　補助金共通事項：補助対象外経費の例など
　・国や地方自治体、その他の団体からの補助金等を資金として実施する経費
　・人件費、家賃及び光熱水費、その他事業の通常活動とみなされる経費
　・振込手数料及び消費税などの公租公課、官公署に支払う手数料など
　・その他公序良俗に反するなど、補助金の交付対象として不適切とみなされるもの
　※補助金の金額に千円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てる

萩市中小企業等事業拡大補助金 補助対象
経費の1/2

　③【新商品開発事業】新商品の開発や新サービスを展開したい
　支援の内容
・新たな商品の開発や新たなサービスの展開等に対する支援
　原則、市内で製造・販売等が行われるもので、これまで類似の商品化されていない新たな商品等の開発
　※製造方法や商品に新規性があると認められないものは対象外
　※農林水産加工品など飲食品は原材料に萩産のものを必ず含むこと

　対象となる経費の例と補助金額等
　専門家謝金、委託料、原材料費、旅費等の経費
　※開発・試作に係る経費のみを対象とし、販売を行う商品の原材料費等は対象外
　補助上限額：1０万円

　④【空き店舗活用事業】空き店舗で新たな事業を行いたい
　支援の内容
・市内に所在し、店舗として賃借又は売買できる状況でありながら、商業活動が行われていない建物及びその付
属施設を活用した事業所等の開設に対する支援

　対象となる経費の例と補助金額等
　店舗などの建物に係る工事等で、内・外装工事、空調設備、電気設備、冷暖房工事、
　上下水道工事など、事務所の開設に必要となる設備費
　　補助上限額：10万円（田町商店街など萩市中心商店街等の場合は20万円）

　⑤【雇用課題DX促進事業】職場で活躍する人材を募集、採用したい
　支援の内容
・経営力の強化や人手不足の解消、雇用維持等に対応するための求人情報発信等に対する支援
㋐　生産性向上による人材不足対策を図る、また、雇用・採用力の向上を図るＩＴツールの導入
㋑　期間限定の採用ホームページへの掲載等

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　生産性向上による人材不足対策を図る、また雇用・採用力の向上を図るＩＴツールの導入経費等
　　（※パソコンやモニター等の汎用性の高い機器を除く）
　　補助上限額：10万円
㋑　期間限定のリクルートに関するパンフレット、ホームページ作成、企業説明会等への参加など求人活動に要
　する経費（※人材紹介料や情報掲載料等は除く）
　　補助上限額：３万円

　⑥【人材確保対策事業】人材を確保するための取り組みを強化したい
　支援の内容
・人材確保・求人活動や企業PR等の取り組みの支援
㋐　人材確保、求人活動の機能強化
㋑　企業PRのための取り組み

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　人材確保・求人活動の機能強化に係る経費（専門家派遣、人材紹介サービスの利用料など）
　　補助上限額：５万円
㋑　求人活動に係る経費（企業説明会への参加費、インターンシップの実施に係る経費等）
　　補助上限額：３万円

萩市中小企業等
事業拡大補助金
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　①～⑥の事業に係る経費の一部を補助します。
　※１事業者が利用できる補助メニューは、１年間に３事業まで（各事業１つ。ただし①の
　　㋐～㋒については２回まで申請可）。

　申請期間　　令和９年2月26日㈮　※予算が無くなり次第終了します
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※事業完了は原則令和９年２月26日まで

　①【販路拡大事業】自社の製品を展示会等でＰＲして、販路拡大につなげたい
　支援の内容
・受注機会の拡充や新たな販路拡大を図るための次の㋐～㋒の物産展、
　展示会、見本市、商談会等への出展
㋐　県外で開催されるもののうち、販売の機会を有する物産展や個展など
㋑　県外で開催されるもののうち、販売の機会を有さない商談会や見本市など
㋒　海外で開催される展示会等への出展

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費、主に県外へ向け
　　て情報発信がされるインターネット上での物産展等への出展に要する参加費等
　　補助上限額：３万円（目的地までの行程距離が600㎞を超える場合は補助上限額：５万円）
㋑　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費等
　　補助上限額：５万円（目的地までの行程距離が600㎞を超える場合は補助上限額：８万円）
㋒　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費等
　　補助上限額：１０万円（欧米圏での出展の場合は補助上限：20万円）
　　※目的地までの距離の算出は最短距離で行うこと

　②【広告宣伝・デジタルマーケティング事業】デジタル技術を活用して事業拡大や生産性を向上したい
　支援の内容
・ECサイトの構築、販路開拓に要する事業・会社、新商品のパンフレットやWEBによるPRの導入等に対する支援
㋐　ECサイトの構築、Web受発注システムの導入など
㋑　販路開拓等のための事業及び会社パンフレットの作成、WEBによる PRツール導入など

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　ECサイトの構築にかかる委託料、モール型ECサイトへの初期登録料、
　　Web受発注システム（ソフトウェア）の導入経費（購入・設定費）など
　　補助上限額：５万円
　　※保守・サポート経費は、ソフトウェア導入費に含まれているものは対象と
　　　するが、別途経費が必要なものは対象外
　　※月額支払方法等のソフトウェアの場合は、１年分まで対象
㋑　販路開拓等のための事業及び会社パンフレットのデザイン料、印刷製本費、
　　デジタルパンフレットの作成に要する経費等
　　補助上限額：５万円
　　※イベント等一時的に使用するものは対象外
　　※パンフレットとは・・・複数枚のページを重ね、中央をホッチキスや針金で止めてある冊子を指します。
　　　会社案内や業務内容などの情報を多く入れて手に取って読んでいただくものです。

　　◆申請から補助金支払いまでの手順

　◆対象事業者　
・中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者（個人事業主を含む。）、中小企業基本法第２条第５項
に規定する小規模事業者、小企業者（常時使用する従業員の数が５人（商業又はサービス業は２人）以下
の会社及び個人）、中小企業団体の組織に関する法律第３条第1項に規定する中小企業団体、一般社団法人
及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に規定する社団
法人及び財団法人、特定非営利活動促進法に規定する特定非営利活動法人。ただし、常時使用する従業員
の数は前項に規定する小規模事業者に準ずる。
・原則、法人は市内に主たる事業所を有しており、法人市民税が課税されている、個人は代表者が市内に住
民登録しており、個人市民税が課税されていること。
・業種については、山口県信用保証協会の保証の対象とならない業種ではないこと。
・市税等を滞納していないこと。
・市内で６か月以内に新たに事業所を開設し、開業することが明らかであると認められる方も対象とする。

　　補助金共通事項：補助対象外経費の例など
　・国や地方自治体、その他の団体からの補助金等を資金として実施する経費
　・人件費、家賃及び光熱水費、その他事業の通常活動とみなされる経費
　・振込手数料及び消費税などの公租公課、官公署に支払う手数料など
　・その他公序良俗に反するなど、補助金の交付対象として不適切とみなされるもの
　※補助金の金額に千円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てる

　③【新商品開発事業】新商品の開発や新サービスを展開したい
　支援の内容
・新たな商品の開発や新たなサービスの展開等に対する支援
　原則、市内で製造・販売等が行われるもので、これまで類似の商品化されていない新たな商品等の開発
　※製造方法や商品に新規性があると認められないものは対象外
　※農林水産加工品など飲食品は原材料に萩産のものを必ず含むこと

　対象となる経費の例と補助金額等
　専門家謝金、委託料、原材料費、旅費等の経費
　※開発・試作に係る経費のみを対象とし、販売を行う商品の原材料費等は対象外
　補助上限額：1０万円

　④【空き店舗活用事業】空き店舗で新たな事業を行いたい
　支援の内容
・市内に所在し、店舗として賃借又は売買できる状況でありながら、商業活動が行われていない建物及びその付
属施設を活用した事業所等の開設に対する支援

　対象となる経費の例と補助金額等
　店舗などの建物に係る工事等で、内・外装工事、空調設備、電気設備、冷暖房工事、
　上下水道工事など、事務所の開設に必要となる設備費
　　補助上限額：10万円（田町商店街など萩市中心商店街等の場合は20万円）

　⑤【雇用課題DX促進事業】職場で活躍する人材を募集、採用したい
　支援の内容
・経営力の強化や人手不足の解消、雇用維持等に対応するための求人情報発信等に対する支援
㋐　生産性向上による人材不足対策を図る、また、雇用・採用力の向上を図るＩＴツールの導入
㋑　期間限定の採用ホームページへの掲載等

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　生産性向上による人材不足対策を図る、また雇用・採用力の向上を図るＩＴツールの導入経費等
　　（※パソコンやモニター等の汎用性の高い機器を除く）
　　補助上限額：10万円
㋑　期間限定のリクルートに関するパンフレット、ホームページ作成、企業説明会等への参加など求人活動に要
　する経費（※人材紹介料や情報掲載料等は除く）
　　補助上限額：３万円

　⑥【人材確保対策事業】人材を確保するための取り組みを強化したい
　支援の内容
・人材確保・求人活動や企業PR等の取り組みの支援
㋐　人材確保、求人活動の機能強化
㋑　企業PRのための取り組み

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　人材確保・求人活動の機能強化に係る経費（専門家派遣、人材紹介サービスの利用料など）
　　補助上限額：５万円
㋑　求人活動に係る経費（企業説明会への参加費、インターンシップの実施に係る経費等）
　　補助上限額：３万円

萩市中心商店街等
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【注意】交付決定前に着手した事業に関しては補助対象となりません。

　　◆申請から補助金支払いまでの手順

　◆対象事業者　
・中小企業基本法第２条第１項に規定する中小企業者（個人事業主を含む。）、中小企業基本法第２条第５項
に規定する小規模事業者、小企業者（常時使用する従業員の数が５人（商業又はサービス業は２人）以下
の会社及び個人）、中小企業団体の組織に関する法律第３条第1項に規定する中小企業団体、一般社団法人
及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律に規定する社団
法人及び財団法人、特定非営利活動促進法に規定する特定非営利活動法人。ただし、常時使用する従業員
の数は前項に規定する小規模事業者に準ずる。
・原則、法人は市内に主たる事業所を有しており、法人市民税が課税されている、個人は代表者が市内に住
民登録しており、個人市民税が課税されていること。
・業種については、山口県信用保証協会の保証の対象とならない業種ではないこと。
・市税等を滞納していないこと。
・市内で６か月以内に新たに事業所を開設し、開業することが明らかであると認められる方も対象とする。

　　補助金共通事項：補助対象外経費の例など
　・国や地方自治体、その他の団体からの補助金等を資金として実施する経費
　・人件費、家賃及び光熱水費、その他事業の通常活動とみなされる経費
　・振込手数料及び消費税などの公租公課、官公署に支払う手数料など
　・その他公序良俗に反するなど、補助金の交付対象として不適切とみなされるもの
　※補助金の金額に千円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨てる
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萩市中小企業長期経営安定資金
市内中小企業の経済的・社会的環境変化に対
応できる体質の強化を図るため、事業経営に
必要な資金を円滑に調達できるよう、金融機
関を通じた低利融資
　
従業員が20人（商業・サービス業は５人）
以下の事業者で
①市内に登記してある事業所を持つ方
※個人の場合は市内に住み、住民登録をして
　いる方
②市内で１年以上の事業経歴を有し、中小企
　業信用保険の対象業種を営む方
③申込時において市税の滞納がない方

　
1,000万円

運転資金　５年以内
　（据え置き１年以内を含む）
設備資金、運転・設備資金　７年以内
　（据え置き１年以内を含む）

年1.5％

萩市起業化支援対策資金
市内で新たに事業を開始しようとする中小企
業者等を支援するため、事業活動に必要な資
金を円滑に調達できるよう、金融機関を通じ
た低利融資
①市内で新たに事業を開始しようとする中小
　企業者
②市内で開業してからの期間が１年未満の中
　小企業者
①または②に該当する事業者で、下記の要件
　を満たす方
・市内で住民登録している方又は登記してい
　る事業所
・金融機関等の推薦が受けられる方
・申込時において市税の滞納がない方

運転資金400万円
設備資金1,000万円
運転・設備資金1,000万円
運転資金　５年以内
　（据え置き１年以内を含む）
設備資金、運転・設備資金　10年以内
　（据え置き１年以内を含む）

年1.0％

※審査により、お借入れができない場合があります。

萩市の融資制度

融資の流れ
申込書類の作成▶受付・資格審査▶審査・信用保証依頼▶審査・信用保証承諾▶保証料補給認定▶融資実行

協会所定の率による（保証料は萩市が全額補助　※経営者保証に係る上乗せ分は除く）
原則として法人代表者以外は不要

原則として徴求しない
山口銀行、西京銀行、萩山口信用金庫

運転資金・設備資金

融 資 期 間

融 資 利 率
保 証 料 率
保 　証 　人
担　　　　保
取扱金融機関

融資限度額

対　象　者

資 金 使 途

※その他詳しい要件については、萩市ホームページをご確認ください

萩市中小企業長期経営安定資金

萩市起業化支援対策資金
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　①～⑥の事業に係る経費の一部を補助します。
　※１事業者が利用できる補助メニューは、１年間に３事業まで（各事業１つ。ただし①の
　　㋐～㋒については２回まで申請可）。

　申請期間　　令和９年2月26日㈮　※予算が無くなり次第終了します
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※事業完了は原則令和９年２月26日まで

　①【販路拡大事業】自社の製品を展示会等でＰＲして、販路拡大につなげたい
　支援の内容
・受注機会の拡充や新たな販路拡大を図るための次の㋐～㋒の物産展、
　展示会、見本市、商談会等への出展
㋐　県外で開催されるもののうち、販売の機会を有する物産展や個展など
㋑　県外で開催されるもののうち、販売の機会を有さない商談会や見本市など
㋒　海外で開催される展示会等への出展

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費、主に県外へ向け
　　て情報発信がされるインターネット上での物産展等への出展に要する参加費等
　　補助上限額：３万円（目的地までの行程距離が600㎞を超える場合は補助上限額：５万円）
㋑　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費等
　　補助上限額：５万円（目的地までの行程距離が600㎞を超える場合は補助上限額：８万円）
㋒　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費等
　　補助上限額：１０万円（欧米圏での出展の場合は補助上限：20万円）
　　※目的地までの距離の算出は最短距離で行うこと

　②【広告宣伝・デジタルマーケティング事業】デジタル技術を活用して事業拡大や生産性を向上したい
　支援の内容
・ECサイトの構築、販路開拓に要する事業・会社、新商品のパンフレットやWEBによるPRの導入等に対する支援
㋐　ECサイトの構築、Web受発注システムの導入など
㋑　販路開拓等のための事業及び会社パンフレットの作成、WEBによる PRツール導入など

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　ECサイトの構築にかかる委託料、モール型ECサイトへの初期登録料、
　　Web受発注システム（ソフトウェア）の導入経費（購入・設定費）など
　　補助上限額：５万円
　　※保守・サポート経費は、ソフトウェア導入費に含まれているものは対象と
　　　するが、別途経費が必要なものは対象外
　　※月額支払方法等のソフトウェアの場合は、１年分まで対象
㋑　販路開拓等のための事業及び会社パンフレットのデザイン料、印刷製本費、
　　デジタルパンフレットの作成に要する経費等
　　補助上限額：５万円
　　※イベント等一時的に使用するものは対象外
　　※パンフレットとは・・・複数枚のページを重ね、中央をホッチキスや針金で止めてある冊子を指します。
　　　会社案内や業務内容などの情報を多く入れて手に取って読んでいただくものです。

萩市起業・創業チャレンジ補助金
　地域に貢献する事業での起業・創業であり、市内での起業・創業に融資を必要とし、「萩市起業化支援対策資
金」を利用した事業者に補助金を交付することで、融資と補助により、市内での起業・創業を促します。

　申請・事業完了期間　　令和９年２月26日㈮まで　※予算が無くなり次第終了します

　支援の内容
・萩市起業化支援対策資金融資保証制度要綱（以下、「制度融資要綱」という。）に基づき事前審査に合格した事
業に対する、起業・創業に必要な経費に対する支援

　対象事業者　  ※他の条件についてはお問い合わせください。
・制度融資要綱に基づき、萩市が行う事前審査に合格した者であること
・地域貢献事業での起業・創業であり、金融機関から制度融資要綱に基づく融資を受けている、または受けるこ
　とが確実であると認められること
・融資の額が100万円以上であること
・申請時点において、事業開始より１年未満であること。
・萩商工会議所、萩阿武商工会、萩・阿西商工会、萩市ビジネスチャレンジサポートセンターはぎビズ等で事前
　相談によりアドバイスを受けていること。

　対象となる経費の例と補助金額等
・開業後の事務所等の開設に必要な店舗など建物に係る工事や改修費、設備整備費や機械器具や備品類等
　補助上限額：５０万円
【注意】交付決定前に着手した事業に関しては補助対象となりません。
　※その他詳しい要件については、萩市ホームページをご確認ください。

　物価高騰により影響を受けている従業員の賃金を一定以上引き上げるとともに、生産性向上に取り組む事業者
に対して、設備投資等に対する費用の一部を補助することで、市内中小企業者の成長と賃上げの好循環を促し
ます。

　申請・事業完了期間　　申請期間：令和８年８月31日㈪まで　※予算が無くなり次第終了します

　支援の内容
・すべての従業員の基本給を月額3.0％以上又は時給50円以上引き上げた事業者に対する、設備等の導入に必要
　な経費に対する支援

　対象となる経費の例と補助金額等
・デジタル化・DXによる業務改善・効率化が図られる設備・機器等
・省エネ化・コスト削減による経営の持続化が図られる設備・機器等
・高付加価値化・売上拡大による持続的成長が図られる設備・機器等
　補助上限額：従業員数　５人以下　 25万円
　　　　　　　　　　　　20人以下　50万円
　　　　　　　　　　　　21人以上　100万円
【注意】交付決定前に着手した事業に関しては補助対象となりません。
　※その他詳しい要件については、萩市ホームページをご確認ください。

萩市中小企業者持続的成長・
　　　　　賃金引き上げ促進補助金

　③【新商品開発事業】新商品の開発や新サービスを展開したい
　支援の内容
・新たな商品の開発や新たなサービスの展開等に対する支援
　原則、市内で製造・販売等が行われるもので、これまで類似の商品化されていない新たな商品等の開発
　※製造方法や商品に新規性があると認められないものは対象外
　※農林水産加工品など飲食品は原材料に萩産のものを必ず含むこと

　対象となる経費の例と補助金額等
　専門家謝金、委託料、原材料費、旅費等の経費
　※開発・試作に係る経費のみを対象とし、販売を行う商品の原材料費等は対象外
　補助上限額：1０万円

　④【空き店舗活用事業】空き店舗で新たな事業を行いたい
　支援の内容
・市内に所在し、店舗として賃借又は売買できる状況でありながら、商業活動が行われていない建物及びその付
属施設を活用した事業所等の開設に対する支援

　対象となる経費の例と補助金額等
　店舗などの建物に係る工事等で、内・外装工事、空調設備、電気設備、冷暖房工事、
　上下水道工事など、事務所の開設に必要となる設備費
　　補助上限額：10万円（田町商店街など萩市中心商店街等の場合は20万円）

　⑤【雇用課題DX促進事業】職場で活躍する人材を募集、採用したい
　支援の内容
・経営力の強化や人手不足の解消、雇用維持等に対応するための求人情報発信等に対する支援
㋐　生産性向上による人材不足対策を図る、また、雇用・採用力の向上を図るＩＴツールの導入
㋑　期間限定の採用ホームページへの掲載等

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　生産性向上による人材不足対策を図る、また雇用・採用力の向上を図るＩＴツールの導入経費等
　　（※パソコンやモニター等の汎用性の高い機器を除く）
　　補助上限額：10万円
㋑　期間限定のリクルートに関するパンフレット、ホームページ作成、企業説明会等への参加など求人活動に要
　する経費（※人材紹介料や情報掲載料等は除く）
　　補助上限額：３万円

　⑥【人材確保対策事業】人材を確保するための取り組みを強化したい
　支援の内容
・人材確保・求人活動や企業PR等の取り組みの支援
㋐　人材確保、求人活動の機能強化
㋑　企業PRのための取り組み

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　人材確保・求人活動の機能強化に係る経費（専門家派遣、人材紹介サービスの利用料など）
　　補助上限額：５万円
㋑　求人活動に係る経費（企業説明会への参加費、インターンシップの実施に係る経費等）
　　補助上限額：３万円

萩市起業・
創業チャレンジ
　　　　補助金

萩市中小企業者持続的成長・
賃金引き上げ促進補助金

補助対象
経費の1/2

補助対象
経費の1/2

実績報告：令和９年１月29日㈮まで
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　①～⑥の事業に係る経費の一部を補助します。
　※１事業者が利用できる補助メニューは、１年間に３事業まで（各事業１つ。ただし①の
　　㋐～㋒については２回まで申請可）。

　申請期間　　令和９年2月26日㈮　※予算が無くなり次第終了します
　　　　　　　　　　　　　　　　　　※事業完了は原則令和９年２月26日まで

　①【販路拡大事業】自社の製品を展示会等でＰＲして、販路拡大につなげたい
　支援の内容
・受注機会の拡充や新たな販路拡大を図るための次の㋐～㋒の物産展、
　展示会、見本市、商談会等への出展
㋐　県外で開催されるもののうち、販売の機会を有する物産展や個展など
㋑　県外で開催されるもののうち、販売の機会を有さない商談会や見本市など
㋒　海外で開催される展示会等への出展

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費、主に県外へ向け
　　て情報発信がされるインターネット上での物産展等への出展に要する参加費等
　　補助上限額：３万円（目的地までの行程距離が600㎞を超える場合は補助上限額：５万円）
㋑　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費等
　　補助上限額：５万円（目的地までの行程距離が600㎞を超える場合は補助上限額：８万円）
㋒　参加費、旅費、施設借上料、装飾料、輸送費及び広告宣伝費等
　　補助上限額：１０万円（欧米圏での出展の場合は補助上限：20万円）
　　※目的地までの距離の算出は最短距離で行うこと

　②【広告宣伝・デジタルマーケティング事業】デジタル技術を活用して事業拡大や生産性を向上したい
　支援の内容
・ECサイトの構築、販路開拓に要する事業・会社、新商品のパンフレットやWEBによるPRの導入等に対する支援
㋐　ECサイトの構築、Web受発注システムの導入など
㋑　販路開拓等のための事業及び会社パンフレットの作成、WEBによる PRツール導入など

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　ECサイトの構築にかかる委託料、モール型ECサイトへの初期登録料、
　　Web受発注システム（ソフトウェア）の導入経費（購入・設定費）など
　　補助上限額：５万円
　　※保守・サポート経費は、ソフトウェア導入費に含まれているものは対象と
　　　するが、別途経費が必要なものは対象外
　　※月額支払方法等のソフトウェアの場合は、１年分まで対象
㋑　販路開拓等のための事業及び会社パンフレットのデザイン料、印刷製本費、
　　デジタルパンフレットの作成に要する経費等
　　補助上限額：５万円
　　※イベント等一時的に使用するものは対象外
　　※パンフレットとは・・・複数枚のページを重ね、中央をホッチキスや針金で止めてある冊子を指します。
　　　会社案内や業務内容などの情報を多く入れて手に取って読んでいただくものです。

　萩市へ移住して就業、創業する方の移住に必要な経費を、国、県とともに支援することで、移住就業・創業を促進し
ます。今後、国・県の制度変更により、一部変更となる場合があります。

　申請期間　　令和９年２月26日㈮まで　※予算が無くなり次第終了します

萩市移住就業・創業補助金

①東京23区から移住される方 ②大都市圏から移住される方
以下の全てに該当する方
・住民票を移す直前の１０年間のうち、通算
５年以上、東京２３区内に在住又は東京圏
（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）の
うちの条件不利地域以外の地域に在住し、
東京２３区内へ通勤していた方
・住民票を移す直前に連続して１年上、東京
２３区内に在住又は東京圏（東京都、埼玉
県、千葉県、神奈川県）のうちの条件不利
地域以外の地域に在住し、東京２３区内へ
通勤していた方

以下の全てに該当する方
（①に該当する方を除く）
・住民票を移す直前の１０年間のうち、通算
５年以上、以下の対象地域に在住していた
方
・住民票を移す直前に連続して１年以上、以
下の対象地域に在住していた方

【対象地域】
・東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）
・愛知県　・京都府　・大阪府
・兵庫県　・広島県　・福岡県

単身６０万円　世帯１００万円
１８歳未満の方１人につき１００万円加算

以下の要件を満たすこと
・支援金の申請が転入後１年以内であること
・申請後５年以上継続して萩市に居住する意思があること　等

単身３０万円　世帯５０万円
１８歳未満の方１人につき５０万円加算

移 住 先

対象者
・「やまぐちジョブナビ」に掲載されている対象求人
　（週２０時間以上の無期雇用契約の求人）に新規就業した方
※「やまぐちジョブナビ」
　URL:https://www.joby.jp/job-navi/

やまぐち創業補助金（山口産業振興財団：問い合わせ先 083-902-3711）の交付決定を受け
ており、かつ、支援金申請時において当該交付決定日から１年以内であること

就 業 先

移 住 元

支給金額

① 大都市圏からの移住 

要　　件

◆就業の場合

◆創業の場合

　③【新商品開発事業】新商品の開発や新サービスを展開したい
　支援の内容
・新たな商品の開発や新たなサービスの展開等に対する支援
　原則、市内で製造・販売等が行われるもので、これまで類似の商品化されていない新たな商品等の開発
　※製造方法や商品に新規性があると認められないものは対象外
　※農林水産加工品など飲食品は原材料に萩産のものを必ず含むこと

　対象となる経費の例と補助金額等
　専門家謝金、委託料、原材料費、旅費等の経費
　※開発・試作に係る経費のみを対象とし、販売を行う商品の原材料費等は対象外
　補助上限額：1０万円

　④【空き店舗活用事業】空き店舗で新たな事業を行いたい
　支援の内容
・市内に所在し、店舗として賃借又は売買できる状況でありながら、商業活動が行われていない建物及びその付
属施設を活用した事業所等の開設に対する支援

　対象となる経費の例と補助金額等
　店舗などの建物に係る工事等で、内・外装工事、空調設備、電気設備、冷暖房工事、
　上下水道工事など、事務所の開設に必要となる設備費
　　補助上限額：10万円（田町商店街など萩市中心商店街等の場合は20万円）

　⑤【雇用課題DX促進事業】職場で活躍する人材を募集、採用したい
　支援の内容
・経営力の強化や人手不足の解消、雇用維持等に対応するための求人情報発信等に対する支援
㋐　生産性向上による人材不足対策を図る、また、雇用・採用力の向上を図るＩＴツールの導入
㋑　期間限定の採用ホームページへの掲載等

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　生産性向上による人材不足対策を図る、また雇用・採用力の向上を図るＩＴツールの導入経費等
　　（※パソコンやモニター等の汎用性の高い機器を除く）
　　補助上限額：10万円
㋑　期間限定のリクルートに関するパンフレット、ホームページ作成、企業説明会等への参加など求人活動に要
　する経費（※人材紹介料や情報掲載料等は除く）
　　補助上限額：３万円

　⑥【人材確保対策事業】人材を確保するための取り組みを強化したい
　支援の内容
・人材確保・求人活動や企業PR等の取り組みの支援
㋐　人材確保、求人活動の機能強化
㋑　企業PRのための取り組み

　対象となる経費の例と補助金額等
㋐　人材確保・求人活動の機能強化に係る経費（専門家派遣、人材紹介サービスの利用料など）
　　補助上限額：５万円
㋑　求人活動に係る経費（企業説明会への参加費、インターンシップの実施に係る経費等）
　　補助上限額：３万円

やまぐち
ジョブナビ



萩市商工観光部産業政策課
〒758-8555　萩市大字江向510
TEL 0838-25-3108
FAX 0838-25-3420
E-ｍail syoukou@city.hagi.lg.jp

萩商工会議所　　　　TEL 0838-25-3333
萩阿武商工会　　　　TEL 08387-2-0213
萩・阿西商工会　　　TEL 0838-54-5500

〇中小企業等事業拡大補助金
〇萩市の融資制度
〇萩市起業・創業チャレンジ補助金
〇萩市中小企業者持続的成長・賃金引き上げ促進補助金
〇萩市移住就業・創業補助金
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市内の支援機関等

（発行日　令和８年６月）

◆1.就業の場合　2.テレワークの場合 ◆創業の場合
以下の全てに該当する方
・住民票を移す直前に５年以上、山口県外に
在住し、就業又は事業を営んでいた方
・「萩市東京圏在住者等移住支援事業支援
金」の対象とならないこと

以下の全てに該当する方
・住民票を移す直前に５年以上、萩市外に在
住していたこと
・「萩市東京圏在住者等移住支援事業支援
金」の対象とならないこと

以下の要件を満たすこと
・支援金の申請が就業３か月後、転入後１年
以内であること
・申請後１年以上継続して萩市に居住する意
思があること

以下の要件を満たすこと
・支援金の申請が転入後１年以内であること
・申請後１年以上継続して萩市に居住する意
思があること
※移住創業宣言後の準備期間から創業後半年
以内の事業実施前に事前申請すること

・1.萩市が設置、運営する「萩しごとnet」
又は山口県が設置、運営する「やまぐち
ジョブナビ」に掲載されている求人である
こと
・2.県外の法人等に勤務している場合であっ
て、その勤務先を変更せず、市内において
テレワークを行う雇用であること

対象者
・市内に居住、又は事業完了日までに市内居
住予定であり市内で起業すること

単身上限１５万円　世帯上限３０万円
補助率2/3
１８歳未満の方１人につき１０万円加算

上限５０万円
補助率1/2
１８歳未満の方１人につき１０万円加算

引っ越しに要する経費
住宅の賃貸に要する経費（賃貸料最大３か月
分まで）
住宅の改修に要する経費　等

施設改修費
機械類等整備・購入費　等補助対象経費

移住先

・補助対象者を含めた世帯の構成員が、移住前の居住地において同一世帯に属し、かつ、申
請の際、同一世帯に属していること
・申請者が転入先の居住地で世帯主であること
・これまで世帯の構成員に萩市及び他の市町が行う同様の補助金の交付を　　　　　　　　
受けた者がいないこと

就業先

移住元

支給金額

② ①の大都市圏からの移住に該当されない方

その他

※その他詳しい要件については、萩市ホームページをご確認ください
移住就業・創業


